
東京の住宅政策の現状と課題
【災害に強い住宅・住宅市街地】

資料－９－１
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防災に関する世論調査（内閣府）防災に関する世論調査（内閣府）防災に関する世論調査（内閣府）防災に関する世論調査（内閣府） 平成平成平成平成25252525年年年年12121212月調査月調査月調査月調査

○○○○平成平成平成平成14141414年年年年9999月月月月のののの調査結果調査結果調査結果調査結果とととと
比較比較比較比較するとするとするとすると、、、、
・・・・「「「「建物建物建物建物のののの倒壊倒壊倒壊倒壊」」」」

（（（（60.060.060.060.0％％％％⇒⇒⇒⇒65.065.065.065.0％）％）％）％）
・・・・「「「「家族家族家族家族のののの安否安否安否安否がががが確認確認確認確認できなくできなくできなくできなく
なることなることなることなること」（」（」（」（41.241.241.241.2％％％％⇒⇒⇒⇒50.050.050.050.0％）％）％）％）
・・・・「「「「電気電気電気電気、、、、水道水道水道水道、、、、ガスのガスのガスのガスの供給停供給停供給停供給停
止止止止」（」（」（」（52.252.252.252.2％％％％⇒⇒⇒⇒57.057.057.057.0％）％）％）％）

のののの割合割合割合割合がががが上昇上昇上昇上昇しているしているしているしている。。。。

大地震大地震大地震大地震にににに備備備備えてとっているえてとっているえてとっているえてとっている対策対策対策対策

耐震補強工事耐震補強工事耐震補強工事耐震補強工事のののの実施意向実施意向実施意向実施意向

耐震補強工事耐震補強工事耐震補強工事耐震補強工事のののの実施予定実施予定実施予定実施予定がないがないがないがない理由理由理由理由

○○○○平成平成平成平成21212121年年年年12121212月調査結果月調査結果月調査結果月調査結果とととと
比較比較比較比較するとするとするとすると、、、、
・・・・「「「「携帯携帯携帯携帯ラジオラジオラジオラジオ、、、、懐中電灯懐中電灯懐中電灯懐中電灯なななな
どをどをどをどを準備準備準備準備しているしているしているしている」」」」

(56.7(56.7(56.7(56.7％％％％⇒⇒⇒⇒62.262.262.262.2％）％）％）％）
・・・・「「「「食料食料食料食料やややや飲料水飲料水飲料水飲料水をををを準備準備準備準備してしてしてして
いるいるいるいる」（」（」（」（33.433.433.433.4％％％％⇒⇒⇒⇒46.646.646.646.6％）％）％）％）
・・・・「「「「家具家具家具家具・・・・家電家電家電家電などをなどをなどをなどを固定固定固定固定しししし
ているているているている」（」（」（」（26.226.226.226.2％％％％⇒⇒⇒⇒40.740.740.740.7％）％）％）％）

のののの割合割合割合割合がががが上昇上昇上昇上昇しているしているしているしている。。。。

大地震大地震大地震大地震がががが起起起起こったこったこったこった場合場合場合場合にににに心配心配心配心配なことなことなことなこと
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注１：平成21年12月調査では「家具や冷蔵庫を固定し、転倒を防止している」となっている。

防災防災防災防災にににに対対対対するするするする意識意識意識意識はははは高高高高まるもののまるもののまるもののまるものの、、、、耐震補強意欲耐震補強意欲耐震補強意欲耐震補強意欲はははは低調低調低調低調
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住宅の耐震化率

※１　平成20年住宅・土地統計調査を基にした推計値
※２　共同住宅には、特定建築物である賃貸共同住宅を含む。

昭和57年以降

3,081,900

647,500

の住宅
住　宅

昭和56年以前

戸建住宅
木　 造

種　別

88.3%

構造 a

非木造

555,500

46,300

601,800

152,600 198,900

3,665,1004,284,200

449,900

3,636,700 3,210,300

454,800

合　　計

共同住宅
※２

非木造

木　 造

の住宅

71.0%

68.6%

81.2%6,139,900 4,982,900

2,632,000

4,335,800

1,101,300

85.5%

1,253,900

1,656,800

b

1,855,700

1,804,100

197,600

1,004,700

1,202,300

単位：戸

ｄ／ｃ

耐震性を満た住宅数 耐震化率
（平成22年度末）す住宅数※１

ｄa+b=c

70.2%

1,317,800

1,136,900

180,900 91.0%

（資料）東京都耐震改修促進計画/東京都都市整備局

住宅の耐震化率は、2010年（平成22年）度末で約８割

住宅の耐震化の現状（東京都）
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東京都における緊急輸送道路沿道建築物の
耐震化を推進する条例
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●「耐震化状況報告書」の提出

◆ 耐震診断の実施

●「耐震診断結果報告書」の提出

耐震性能が
不十分な場合

◆ 耐震改修等の実施

●「耐震改修等結果報告書」の提出

平成平成平成平成23232323年年年年

10101010月１日月１日月１日月１日

耐震診断を実施
していない場合

平成平成平成平成23232323年年年年

4444月１日月１日月１日月１日

《条例の施行》

○ 特定緊急輸送道路の指定等

義務

義務

努力

義務

所有者
の義務

施 行 日

平成平成平成平成24242424年年年年
４月１日４月１日４月１日４月１日
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条例条例条例条例にににに基基基基づくづくづくづく義務義務義務義務条例条例条例条例にににに基基基基づくづくづくづく義務義務義務義務

平成23年度

平成24年度

平成25年度

耐震診断

補強設計 耐震改修

助成助成助成助成のののの実績実績実績実績（（（（平成平成平成平成25252525年年年年10101010月末月末月末月末））））助成助成助成助成のののの実績実績実績実績（（（（平成平成平成平成25252525年年年年10101010月末月末月末月末））））

（件）

（件）

・条例対象建物：特定緊急輸送道路に接する旧耐震建物で、

一定の高さ以上のもの

⇒約5,000棟（うち約750棟が分譲マンション）

・平成25年末時点で、75％超の建物が耐震診断を実施
特定緊急輸送道路

網掛けの部分に入る
部分のある建築物が対象

道路中心
45度
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東京都における緊急輸送道路沿道建築物の
耐震化を推進する条例

特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路（（（（約約約約1,000km1,000km1,000km1,000km））））特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路（（（（約約約約1,000km1,000km1,000km1,000km））））
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建築物の耐震改修の促進に関する法律の概要
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東京都耐震改修促進計画（平成26年4月改定）

【【【【計画計画計画計画のののの目的目的目的目的】】】】

想定される被害の軽減を図るため、平成32年度末までに、都内の住宅・建築物の耐震化を促進し、災害
に強い東京を実現する。

現状 目標

平成22年度末 平成27年度末 平成32年度末

81.2％ 90％ 95％

主な公共住宅 71.8％ 90％ 95％

住宅

※参考

平成17年度末

76.3％

69.1％

•緊急輸送道路沿道建築物は、平成27年度末までに耐震化率を100％とする。

•都営住宅及び公社賃貸住宅については、耐震化率を平成27年度末までに90％以上、平成32年度末までに100％とする。

【【【【重点的重点的重点的重点的にににに取組取組取組取組むべきむべきむべきむべき施策施策施策施策】】】】

１ 地震発生時に閉鎖を防ぐべき道路（緊急輸送道路）の沿道建築物の耐震化

２ 木造住宅密集地域の不燃化・耐震化

３ 重点的に耐震化を図るべき建築物（防災上重要な公共建築物等）

【【【【耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現状現状現状現状とととと目標目標目標目標】】】】
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自己負担
1／2

耐震化の取組

耐震化事業等実施
区市町村数

◇耐震改修助成 ⇒費用の5.5/40かつ22万円を限度

◇耐震診断 ⇒助成単価1,030円～2,060円

◇耐震改修助成、建替え助成
【計画作成、設計】 ⇒助成単価1,030円 【改修工事】 ⇒助成単価48,700円/㎡

補助率2／3

自己負担
1／3

国
1／3

区
1／6

都
1／6

補助率1／2

国
4.5／20

区5.5／40都5.5／40

自己負担
1／3

国
1／3 1／6

都
1／6

補助率2／3

区市町村

自己負担
1／3

国
1／3 1／6

都
1／6

補助率2／3

区市町村 自己負担
77％

国
11.5
%

補助率23%

区市町村5.75％

都5.75％

《分譲マンション》
◇耐震アドバイザー ⇒５万円/回かつ10回まで

《木造住宅》
◇耐震診断助 ⇒費用の1/6かつ2.7万円を限度

耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための主主主主なななな助成制度助成制度助成制度助成制度耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための主主主主なななな助成制度助成制度助成制度助成制度

助成内容 区市町村数

耐震診断 51

耐震改修
設計 20

耐震改修 49

建替え 13

平成25年7月1日現在

区市町村 自己負担
1／3

国
1／3 1／6

都
1／6

補助率2／3 耐震化事業等実施
区市町村数

助成内容 区市町村数

耐震診断 30

耐震改修
設計 24

耐震改修 26

建替え 4

平成25年7月1日現在

防災都市づくり推進

計画に定める整備地

域を対象

区市町村
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耐震化の取組

耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための主主主主なななな助成制度助成制度助成制度助成制度耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための主主主主なななな助成制度助成制度助成制度助成制度

◇耐震診断助成 ⇒助成単価1,030円～3,600円、面積に応じて加算あり

◇補強設計助成 ⇒助成単価1,030円～2,060円

国
1／2

都
1/2

全額補助

全額補助

国
1／2

都
1／3

区市町村
1/6

国
1／4

都
1／6

補助率5／12

自己負担
7／12

《特定緊急輸送道路沿道建築物》

◇耐震改修、除去、建替助成 ⇒助成単価48,700円

補助率9／10

国
2／5

都
1／3

区市町村
1/6

自己
負担
1/10

※延べ面積5,000㎡を超える部分：補助率11/20

国
1／5

都
1／6

補助率11／30

自己負担
19／30

※延べ面積5,000㎡を超える部分：補助率11/60

<区市町村の負担額がない場合>

《税制優遇》
東京都の耐震化促進税制

※耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免(23区内)

《区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業》
国の「社会資本整備総合交付金」を活用し、建物所有者への個別訪問など、区市町村が積極的に行う
普及啓発事業を促進するため、都が区市町村に対して助成を実施

<区市町村の負担額がない場合>
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耐震化の取組

区市町村区市町村区市町村区市町村とととと連携連携連携連携したしたしたした普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動区市町村区市町村区市町村区市町村とととと連携連携連携連携したしたしたした普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動

■■■■ 耐震耐震耐震耐震キャンペーンのキャンペーンのキャンペーンのキャンペーンの実施実施実施実施

・ 耐震化推進都民会議を設置し、建物所有者団体、関係団体、区市町村と連携して、建物

の耐震化に向けた気運の醸成及び啓発活動を実施

・ 区市町村や関係団体等と連携し、イベント、広報活動を展開

・ フォーラム、講習会、耐震改修工法等の展示会、個別相談会等を開催

■■■■ 緊急輸送道路沿道建物緊急輸送道路沿道建物緊急輸送道路沿道建物緊急輸送道路沿道建物へのへのへのへの個別訪問等個別訪問等個別訪問等個別訪問等のののの実施実施実施実施

・ 個別訪問、説明会により建物所有者に直接、耐震化を要請

■■■■ 区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業

・ 区市町村が行う普及啓発活動に対して助成

■■■■ 耐震化普及啓発耐震化普及啓発耐震化普及啓発耐震化普及啓発ＤＶＤＤＶＤＤＶＤＤＶＤのののの活用活用活用活用

・ 耐震化の必要性を啓発し、耐震化に取り組むために必要な情報を提供

■■■■ 耐震化耐震化耐震化耐震化アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー派遣派遣派遣派遣

・ 特定緊急輸送道路沿道建築物を対象に、これまでの耐震診断技術者の

無料派遣に加えて、耐震診断後の補強設計や耐震改修、建替えに関する

アドバイザーを無料で派遣

■■■■ 東京都耐震東京都耐震東京都耐震東京都耐震マークマークマークマーク交付制度交付制度交付制度交付制度

・ 耐震性のある全ての建物にマークを交付 東京都耐震マーク東京都耐震マーク東京都耐震マーク東京都耐震マーク
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耐震化の取組

耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備整備整備整備・・・・情報提供情報提供情報提供情報提供耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進のためののためののためののための相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備整備整備整備・・・・情報提供情報提供情報提供情報提供

■■■■ ポータルサイトによるポータルサイトによるポータルサイトによるポータルサイトによる情報提供情報提供情報提供情報提供
・ 耐震化に関する情報を一元的に紹介

■■■■ 耐震化総合相談窓口耐震化総合相談窓口耐震化総合相談窓口耐震化総合相談窓口のののの開設開設開設開設
・ 都民の耐震化に関する様々な相談に応じ、耐震化を促進

■■■■ 特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路特定緊急輸送道路のののの沿道建築物沿道建築物沿道建築物沿道建築物にににに関関関関するするするする相談窓口等相談窓口等相談窓口等相談窓口等のののの開設開設開設開設
・ 特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者からの相談問い合わせに総合的に対応

■■■■ マンションマンションマンションマンション耐震化耐震化耐震化耐震化にににに関関関関するするするする相談窓口相談窓口相談窓口相談窓口
・ 耐震化に取り組む関係９団体の相談窓口を紹介

■■■■ 木造住宅木造住宅木造住宅木造住宅のののの耐震診断事務所耐震診断事務所耐震診断事務所耐震診断事務所のののの登録登録登録登録・・・・公表公表公表公表

・ 安心して耐震診断を実施できるよう、一定の要件を満たす耐震診断事務所を東京都が登録・公表

■■■■ 耐震改修事例等耐震改修事例等耐震改修事例等耐震改修事例等のののの選定選定選定選定・・・・紹介紹介紹介紹介
・ 木造住宅の安価で信頼できる耐震改修工法・装置等の事例の紹介
・ ビル・マンションの耐震改修事例の紹介
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木造住宅密集地域

○防災都市づくり推進計画に定める整備地域（約7,000ha）の中で、特に重点的・ 集中的に改善を図るべき
地区を、平成25年３月に創設した不燃化特区制度に基づき指定し、地区の状況に応じた支援を実施

○平成26年４月現在38地区で取組を実施し、建物の除却、建替え、全戸訪問などを行っている

区区区区とととと連携連携連携連携したしたしたした市街地市街地市街地市街地のののの不燃化不燃化不燃化不燃化のののの促進促進促進促進（（（（不燃化特区制度不燃化特区制度不燃化特区制度不燃化特区制度））））

○整備地域内の延焼遮断帯を形成する主要な都市計画道路を対象に特定整備路線を指定
（28区間、延長約26キロメートル）

○特定整備路線にかかる地権者等に対して、生活再建等のための特別の支援を実施
○平成26年１月現在、全ての区間において地元説明会を開催し、順次、事業化に向け測量作業などを実施

延焼遮断帯延焼遮断帯延焼遮断帯延焼遮断帯をををを形成形成形成形成するするするする主要主要主要主要なななな都市計画道路都市計画道路都市計画道路都市計画道路のののの整備整備整備整備

地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける防災防災防災防災まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの気運醸成気運醸成気運醸成気運醸成

特に甚大な被害が想定される整備地域（約7,000ha）を対象に、10年間の重点的・集中的な取組を実施し、
木密地域を燃え広がらない・燃えないまちにする

◆整備地域における不燃領域率 2020（平成32）年度までに70％
◆整備地域における主要な都市計画道路の整備 2020 （平成32）年度までに100％

木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化10101010年年年年プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化10101010年年年年プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

《《《《具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組》》》》
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木造住宅密集地域

木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化木密地域不燃化10101010年年年年プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト 不燃化特区不燃化特区不燃化特区不燃化特区 地区位置図地区位置図地区位置図地区位置図

番号 区 地　区

① 新宿区 　西新宿五丁目地区

② 台東区 　谷中二・三・五丁目地区

③ 江東区 　北砂三・四・五丁目地区

④ 品川区 　西品川二・三丁目地区

⑤ 　太子堂・三宿地区

⑥ 　区役所周辺地区

⑦ 　北沢三・四丁目地区

⑧ 中野区 　大和町中央通り（補助第２２７号線）沿道地区

⑨ 杉並区 　杉並第六小学校周辺地区

⑩ 　池袋本町・上池袋地区

⑪ 　補助２６・１７２号線沿道地区

⑫ 　補助８１号線沿道地区

⑬ 北区 　志茂地区

⑭ 荒川区 　町屋・尾久地区

⑮ 板橋区 　大山駅周辺西地区

⑯ 足立区 　西新井駅西口周辺地区

⑰ 　東立石四丁目地区

⑱ 　堀切二丁目周辺及び四丁目地区

⑲ 　松島三丁目地区

⑳ 　平井二丁目付近地区

豊島区

葛飾区

江戸川区

平成２６年４月１日指定地区

世田谷区

番号 区 地区

1 京島周辺地区

2 鐘ヶ淵周辺東地区

3 東中延一・二丁目、中延二・三丁目地区

4 補助２９号線沿道地区（品川区）

5 豊町四・五・六丁目、二葉三・四丁目及び西大井六丁目地区

6 旗の台四丁目・中延五丁目地区

7 戸越二・四・五・六丁目地区

8 原町一丁目、洗足一丁目地区

9 目黒本町五丁目地区

10 大田区 大森中（西糀谷、東蒲田、大森中）地区

11 中野区 弥生町三丁目周辺地区

12 豊島区 東池袋四・五丁目地区

13 北区 十条駅西地区

14 荒川区 荒川二・四・七丁目地区

15 板橋区 大谷口一丁目周辺地区

16 四つ木一・二丁目地区

17 東四つ木地区

18 江戸川区 南小岩七・八丁目周辺地区

品川区

目黒区

葛飾区

墨田区

平成25年度事業実施地区
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木造住宅密集地域

建築物の不燃化を促進し、木造密集地域の防災性の向上を図るために、知事が指定する災害時の危険性が
高い区域について、建築物の耐火性能を強化する規制（平成15年10月 改正東京都建築安全条例 施行）

【対象区域】
東京都震災対策条例第13条第２項第２号に規定する整備地域その他の災害時の危険性が高い

地域のうち、知事が指定する区域

【制度の内容】
ア 原則として、全ての建築物は、準耐火建築物以上とする。
イ そのうち、延べ面積が500㎡を超えるものは耐火建築物とする。

木造・
防火構造の建築物

準耐火建築物等 耐火建築物

準耐火建築物等 耐火建築物

準防火地域

知事の指定する区域

延べ面積による建築構造
500㎡超（又は３階以上） 1,500㎡超（又は４階以上）

500㎡超（又は４階以上）

【区域指定】
12区１市 3,359.1ha（平成26年３月末）

「「「「新新新新たなたなたなたな防火規制防火規制防火規制防火規制」」」」のののの取組取組取組取組
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建築物における液状化対策

■■■■ 液状化液状化液状化液状化によるによるによるによる建物被害建物被害建物被害建物被害にににに備備備備えるためのえるためのえるためのえるための手引手引手引手引きききき（（（（平成平成平成平成25252525年年年年３３３３月月月月））））

■■■■ 東京東京東京東京のののの液状化液状化液状化液状化のののの予測予測予測予測（（（（平成平成平成平成25252525年年年年３３３３月改訂月改訂月改訂月改訂））））

・ 地盤の液状化のしにくさ・しやすさを相対的に評価した液状化予測図を公開

■■■■ 液状化対策液状化対策液状化対策液状化対策アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー制度制度制度制度（（（（平成平成平成平成25252525年年年年５５５５月月月月））））

・ 液状化対策について専門家に相談

■■■■ 建物建物建物建物をををを液状化被害液状化被害液状化被害液状化被害からからからから守守守守ろうろうろうろう。（。（。（。（パンフレットパンフレットパンフレットパンフレット）（）（）（）（平成平成平成平成25252525年年年年５５５５月月月月））））

■■■■ 液状化対策液状化対策液状化対策液状化対策ポータルサイトのポータルサイトのポータルサイトのポータルサイトの開設開設開設開設（（（（平成平成平成平成26262626年年年年５５５５月月月月））））
・ 液状化に対する理解を深め、適切に液状化対策を講じていく

ことができるよう、液状化に関する情報を紹介、解説

◇液状化現象の説明
◇土地の履歴と公共工事の地盤調査データ（柱状図）
◇液状化対策を紹介


